（様式第４号）

山梨県電気自動車等導入支援事業費補助金
実績報告書

　年　　月　　日
山梨県知事　殿
　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　住所
名称　　
代表者の役職・氏名　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のあった山梨県電気自動車等導入支援事業費補助金について、同補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり関係書類を添えて実績報告します。
　なお、本実績報告書及び関係書類に虚偽や不正がないことを申し添えます。

１　交付請求額等
（１）　補助金請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　円
（２）　事業実施期間　　　　年　月　日　～　　年　月　日

２　実施した内容
　　（別紙）事業実績書のとおり

３　その他添付書類
　　山梨県電気自動車等導入支援事業費補助金実施要領に４（２）に掲げる提出書類１式

４　振込先口座
	金融機関名・支店名
	

	預金種別（当座・普通）
	

	口座番号
	

	口座名義（ﾌﾘｶﾞﾅ）
	

	口座名義（漢字）
	





（添付様式第１号）
事業実績書


１　事業の概要
	導入する車両等※１
	電気自動車
	台

	
	プラグインハイブリッド自動車
	台

	
	普通充電（充放電）設備
	台



２　導入車両及び充電設備に関する情報
　（１）電気自動車等※１※２
	メーカー名・車名
	

	型式
	

	種別※３
	

	使用の本拠の位置※４
	

	登録日※５
	

	台数
	

	代金の支払完了日※６
	


（２）充電設備等※１※２
	メーカー名・製品名
	

	型式
	

	設置場所 ※４
	

	設置日※５
	

	台数
	

	充電する電気自動車等 ※７
	

	代金の支払完了日 ※６
	


　　※１　設備の導入・設置後の状況が確認できる写真を添付すること。また、設備の購入及び設置工事に係る契約が確認できる書類（契約書等）を添付すること。
　　※２　設備の導入状況が確認できる書類（電気自動車等にあっては自動車検査証の写し、充電設備等にあっては対象設備の保証書の写し等）を添付すること。
　　※３　種別は、電気又はプラグインハイブリッドのいずれであるかを記入すること。
　　※４　当該箇所について明示した書類を添付すること。
　　※５　電気自動車等にあっては新車新規登録日（軽自動車の場合は新車新規検査届出日）を、充電設備等にあっては充電設備等の設置が完了した日を記入すること。
　　※６　領収書等に記載の支払日を記載し、支払日がわかる書類を添付すること。
　　※７　（１）で記載した以外の自動車で、当該充電設備により充電を予定している電気自動車等がある場合について記載すること。なお、自らが保有していない車両においても充電を予定している場合には、その旨も記載すること。
３　貸与先の情報（自動車リース事業者のみ記載※８※９）
	住所
	〒

	フリガナ
	

	氏名又は名称
	

	代表者氏名
	


　　※８　複数台の車両又は充電設備を導入する場合であって、その貸与先が異なる場合は別紙を作成して記載すること。
　　※９　　次の書類を添付すること。
・貸与料金の算定根拠明細書
・賃貸契約書の写し

４　電力の調達に関する情報
	電気自動車等の
想定年間電力消費量（A）※１０
	kWh

	上記の算定根拠
	

	想定年間電力調達量【合計】（B）※１１
	kWh

	【内訳】
	

	①太陽光発電設備
	kWh

	上記の算定根拠
	

	②その他再生可能エネルギー設備
	kWh

	上記の算定根拠
	

	③再エネ電力の調達
	kWh

	上記の算定根拠
	

	④再エネ電力証書の購入
	kWh

	上記の算定根拠
	

	再エネ電量の調達状況（B）-（A）※１２
	０以上・０未満


　　※１０　充放電設備等を通じて充電を行う電気自動車等の想定年間電力消費量の算定根拠について記載すると共に、算定に活用した数値の根拠となる関係書類を添付すること。
　　※１１　充電設備等に給電する電力の算定根拠について記載すると共に、算定に活用した数値の根拠となる関係書類を添付すること。
　　※１２　０未満の場合、交付対象とならないことに留意すること。



（添付様式第２号）


収支計算書




１　補助金充当予定額（交付決定額）
（単位：円）
	分類
	補助事業に要する
経費(a)※１
	補助対象経費
(b)
	補助金交付決定額
(c)

	電気自動車
	
	
	

	プラグインハイブリッド自動車
	
	
	

	普通充電（充放電）設備
	
	
	

	合計
	
	
	


※１　経費の内訳がわかる書類を添付すること。

２　リース料金に対する補助金の取り扱い（自動車リース事業者のみ記載）
	


※３　リース料金に対する補助金の取り扱いについては、月額リース料を低減・車両本体価格から低減・借受人に現金で還付のいずれかを記入すること。
※４　リース料金の算定根拠明細書を添付すること。


